
○和光市保育の必要性の認定に関する条例

平成２６年６月２５日

条例第１２号

（目的）

第１条 この条例は、保育の必要性の基準その他支給認定に関し必要な事項を定めること

を目的とする。

（定義）

第２条 この条例における用語の意義は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５

号。以下「法」という。）において使用する用語の例による。

（保育の必要性の基準）

第３条 市長は、小学校就学前子どものうちその保護者のいずれもが次の各号のいずれか

の事由（以下「保育の必要性の基準」という。）に該当するものを法第１９条第１項第

２号又は第３号に掲げる小学校就学前子ども（以下「保育を必要とする子ども」という。）

とする。

（１） １月当たりの就労時間が４８時間以上の労働に従事していること。

（２） 妊娠していること。

（３） 出産した日から起算して規則で定める期間内であること。

（４） 疾病に罹患し、又は負傷していること。

（５） 精神又は身体に障害を有していること。

（６） 長期にわたり同居等の親族を常時介護していること。

（７） 震災、風水害、火災その他の災害の復旧に関する作業に従事していること。

（８） 求職活動を行っていること。

（９） 就学していること。

（１０） 子どもに対し虐待（児童虐待の防止等に関する法律（平成１２年法律第８２

号）第２条各号に掲げる行為をいう。第５条において同じ。）をするおそれがあるこ

と。

（１１） 育児休業を取得する前に既に保育を必要とする子どもを監護し、育児休業中

に当該監護する子どもに家庭で必要な保育を行うことが困難な状態にあること。

（１２） 前各号に掲げる事由に類すると市長が認める状態にあること。



２ 前項の規定にかかわらず、市長は、保育を必要とする子どもが次の各号のいずれかの

事由に該当する場合は、その保育の必要性の基準を調整することができる。

（１） 同居の親族その他の者による保育を受けることができる状態にあること。

（２） 前号に掲げるもののほか、保育の必要性の基準を調整することが適当であると

市長が認める状態にあること。

（保育必要量の区分）

第４条 市長は、保育必要量を次に掲げる時間により区分するものとする。

（１） 保育標準時間 １月当たり２１２時間を超えて２９２時間まで

（２） 保育短時間 １月当たり２１２時間まで

（優先保育の基準）

第５条 保育を必要とする子どものうち優先的に保育を行う必要があると認められる者は、

当該子どもが次の各号のいずれかの事由（次条において「優先保育の基準」という。）

に該当するものとする。

（１） 和光市ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例（平成４年条例第２０号）

第２条第２項に規定するひとり親家庭であること。

（２） 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定による生活扶助を受けている

世帯のうち、保護者の就労により自立が見込まれる世帯に属していること。

（３） 世帯の生計を維持するために就労していた保護者が失業し、当該保護者又はそ

の他の保護者が速やかに就労することが必要な世帯に属していること。

（４） 虐待を受けるおそれがある状態その他社会的養護が必要な状態にあること。

（５） 障害を有していること。

（６） 保護者が育児休業後に復職し、又は復職する予定であること。

（７） 保育を受けようとする保育所等が兄弟姉妹が現に保育を受け、又は受けようと

する保育所等と同一であること。

（８） 地域型保育事業による保育を受けていたこと。

（９） 前各号に掲げる事由に類すると市長が認める状態にあること。

（支給認定の審査方法）

第６条 市長は、支給認定を行うに当たっては、和光市子ども・子育て支援会議条例（平

成２５年条例第１６号）第１条に規定する和光市子ども・子育て支援会議（次項におい

て「支援会議」という。）に保育の必要性の基準、第３条第２項の規定による調整及び



優先保育の基準（次項において「保育の必要性の基準等」という。）により判定した結

果を通知し、支給認定に関し必要な事項について審査及び判定を求めるものとする。

２ 支援会議は、前項の規定による通知を受けたときは、保育の必要性の基準等に従い、

当該通知に係る保育を必要とする子どもについて、支給認定に関する審査及び判定を行

い、その結果を市長に通知するものとする。この場合において、支援会議は、必要があ

ると認めるときは、次に掲げる事項について、市長に意見を述べることができる。

（１） 優先的に保育を行う必要性に関する事項

（２） 保育の必要性の基準の調整に関する事項

（その他）

第７条 この条例に定めるもののほか、支給認定に関し必要な事項は、規則で定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、法の施行の日（第３項において「施行日」という。）から施行する。

（和光市保育の実施に関する条例の廃止）

２ 和光市保育の実施に関する条例（昭和６２年条例第４号）は、廃止する。

（経過措置）

３ この条例は、施行日以後に保育を受ける小学校就学前子どもの支給認定について適用

する。



○和光市保育の必要性の認定に関する条例施行規則

平成２７年１月２９日

規則第３号

改正 平成２７年１２月２２日規則第５８号

平成２８年１０月３１日規則第３６号

（趣旨）

第１条 この規則は、和光市保育の必要性の認定に関する条例（平成２６年条例第１２号。

以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。

（保育の必要性の基準）

第２条 条例第３条第１項第１号の事由は、１日当たりの就労時間が４時間以上で、かつ、

１月当たりの就労日数が１２日以上であることを要件とする。

２ 条例第３条第１項第３号の規則で定める期間は、出産をした日から起算して８週間を

経過する日の翌日が属する月の末日までとする。

３ 条例第３条第１項第４号の事由は、医師の診断により治療に１月以上の期間を要し、

かつ、当該保護者が自ら保育を行うことが困難な状態にあることを要件とする。

４ 条例第３条第１項第５号の事由は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、当該保護者

が自ら保育を行うことが困難な状態にあることを要件とする。

（１） 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定により

身体障害者手帳の交付を受けている又は身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生

省令第１５号）別表第５号に規定する４級以上の障害を有する（特別の理由により当

該身体障害者手帳を所持していない者に限る。）こと。

（２） 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４

５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている又は精神保健及

び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和２５年政令第１５５号）第６条第３項に

規定する３級以上の障害を有する（特別の理由により当該精神障害者保健福祉手帳を

所持していない者に限る。）こと。

（３） 埼玉県療育手帳制度要綱（平成１４年埼玉県告示第１３６５号）第４条第２項

の規定により療育手帳の交付を受けている又は同要綱第３条第２項に規定するC以上

の障害を有する（特別の理由により当該療育手帳を所持していない者に限る。）こと。



５ 条例第３条第１項第６号の事由は、同居等の親族を次の各号のいずれかに該当する介

護を行っていることを要件とする。

（１） 疾病若しくは負傷により常時寝たきりとなっている者又は重度心身障害者（和

光市重度心身障害者医療費支給に関する条例（昭和５２年条例第４号）第２条第１項

に規定する重度心身障害者をいう。次号において同じ。）を自宅において１月当たり

１２日以上介護していること。

（２） 疾病若しくは負傷している者又は重度心身障害者が通院し、通所し又は入院す

るための付添いを１週当たり３日以上行っていること。

６ 条例第３条第１項第８号の事由は、次の各号のいずれかに該当することを要件とする。

（１） 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第４条第３項に規定する失業の状態

にあり、同法第１３条第１項若しくは第２項の規定により基本手当の支給を受けてい

ること、又は同法第２１条に規定する期間若しくは同法第３３条第１項本文に規定す

る期間に該当する者であること。

（２） 継続的に企業等の求人に応募している又は企業等が実施する雇用に関する説明

を受けている（いずれも書類等により証明できる場合に限る。）こと。

（３） 起業又は事業を継承するための準備を行っていること。

７ 条例第３条第１項第９号の事由は、次の各号のいずれかに該当する施設において、１

日当たり４時間以上、かつ、１月当たり１２日以上の就学又は訓練をしている状態にあ

ることを要件とする。

（１） 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校、同法第１２４

条に規定する専修学校、同法第１３４条第１項に規定する各種学校

（２） 職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）第１５条の７第３項に規定す

る公共職業能力開発施設若しくは同法第２７条第１項に規定する職業能力開発総合大

学校又は職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（平成２３年

法律第４７号）の規定により特定求職者に対して職業訓練を行う施設

８ 条例第３条第１項第１０号及び配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する

法律（平成１３年法律第３１号）第１条に規定する配偶者からの暴力（この項において

「配偶者からの暴力」という。）により保護者が保育を必要とする子どもの保育を行う

ことが困難であると認められる場合の事由は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律

第６５号。以下「法」という。）第２０条第１項の規定による申請（法第２３条第１項



の規定による変更の認定の申請を含む。）をする日前において、次の各号のいずれにも

該当することを要件とする。

（１） 子どもに対し虐待を行っている若しくは行ったことがあり、又は配偶者からの

暴力を受けている若しくは受けていたことがあり、和光市要保護児童対策地域協議会

（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２５条の２の規定により設置された要

保護児童対策地域協議会をいう。第４条第３項第１号において同じ。）において情報

の交換及び協議が行われていること。

（２） 市が虐待を受けた子ども及びその保護者又は配偶者からの暴力を受けた保護者

に対し保護その他必要な支援を行っていること。

（支給認定の有効期間）

第３条 条例第３条第１項第８号に係る保育を必要とする法第２１条に規定する支給認定

の有効期間（以下「支給認定の有効期間」という。）は、次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める期間とする。

（１） 法第１９条第１項第２号に該当する保育を必要とする子ども 次に掲げる期間

のうちいずれか短い期間

ア 支給認定が効力を生じた日（以下「効力発生日」という。）から当該保育を必要

とする子どもが小学校就学の始期に達するまでの期間

イ 効力発生日から、同日から起算して２月を経過する日が属する月の末日までの期

間

（２） 法第１９条第１項第３号に該当する保育を必要とする子ども 次に掲げる期間

のうちいずれか短い期間

ア 効力発生日から当該保育を必要とする子どもが満３歳に達する日の前日までの期

間

イ 前号イに掲げる期間

２ 条例第３条第１項第１１号の事由に係る保育を必要とする子どもの支給認定の有効期

間は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める期間とする。

（１） 法第１９条第１項第２号に該当する保育を必要とする子ども 次に掲げる期間

のうち最も短い期間

ア 前項第１号アに掲げる期間

イ 効力発生日から、当該育児休業の期間の末日の属する月の末日までの期間



ウ 効力発生日から当該育児休業に係る子どもが満１歳に達する日の属する年度の翌

年度の４月３０日までの期間

（２） 法第１９条第１項第３号に該当する保育を必要とする子ども 次に掲げる期間

のうち最も短い期間

ア 前項第２号アに掲げる期間

イ 前号イに掲げる期間

ウ 前号ウに掲げる期間

３ 条例第３条第１項第１２号の事由に係る保育を必要とする子どもの支給認定の有効期

間は、に該当するものとして認めた事情を勘案して市長が認める期間とする。

（保育必要量の区分の基準）

第４条 条例第４条の規定による保育必要量の区分の基準は、別表第１に定めるとおりと

する。

（優先保育の基準）

第５条 条例第５条第２号の保護者の就労により自立が見込まれる世帯は、次の各号のい

ずれかに該当する世帯とする。

（１） 保育を必要とする子どもの保護者が、市が実施する就労支援を受けていること。

（２） 保育を必要とする子どもの保護者が、厚生労働省設置法（平成１１年法律第９

７号）第２３条に規定する公共職業安定所に求職の申込みをしていること。

２ 条例第５条第３号の速やかに就労することが必要な世帯は、次の各号のいずれにも該

当する世帯とする。

（１） 保育を必要とする子どもの保護者以外に当該世帯の生計を維持できる者がいな

いこと。

（２） 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第１２条の規定による生活扶助を受

けていないこと。

３ 条例第５条第４号の虐待を受けるおそれがある状態は、次の各号のいずれにも該当す

るものとする。

（１） 保護者から虐待を受けている又は受けたことがあり、和光市要保護児童対策地

域協議会において情報の交換及び協議が行われていること。

（２） 市が虐待を受けた保育を必要とする子ども及びその保護者に対し保護その他必

要な支援を行っていること。



４ 条例第５条第４号の社会的養護が必要な状態は、保護者の経済的又は身体的な事由に

より、保育を必要とする子ども及びその保護者に対し、母子保健相談事業（母子保健に

関する専門の職員が妊産婦等に対し相談支援等を行う事業をいう。）による支援その他

必要な支援を市が継続的に行っていることを要件とする。

５ 条例第５条第５号の障害は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、保育所等で保育を

受けることができる状態にあるものとする。

（１） 身体障害者福祉法第１５条第４項の規定により身体障害者手帳の交付を受けて

いる又は身体障害者福祉法施行規則別表第５に規定する４級以上の障害を有する（特

別の理由により当該身体障害者手帳を所持していない者に限る。）こと。

（２） 埼玉県療育手帳制度要綱第４条第２項の規定により療育手帳の交付を受けてい

る又は同要綱第３条第２項に規定するC以上の障害を有する（特別の理由により当該療

育手帳を所持していない者に限る。）こと。

６ 条例第５条第８号の事由は、次の各号のいずれにも該当することを要件とする。

（１） 児童福祉法第６条の３第９項に規定する家庭的保育事業、同条第１０項に規定

する小規模保育事業又は同条第１２項に規定する事業所内保育事業（次号において「家

庭的保育事業等」という。）による保育を受けていたこと。ただし、事業所内保育事

業による保育を受けていた保育を必要とする子どもにあっては、児童福祉法第６条の

３第１２項第１号イ、ロ又はハに規定するその他の乳児又は幼児に該当していたもの

に限る。

（２） 保育を受けていた家庭的保育事業等を行う事業所の連携施設（和光市家庭的保

育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年条例第１４号）第７

条第１項に規定する連携施設をいう。）において保育を受けること。

（支給認定審査等）

第６条 条例第６条第２項の規定により和光市子ども・子育て支援会議（以下「支援会議」

という。）が行う支給認定に関する審査及び判定（以下「支給認定審査等」という。）

は、別表第２に定める保育の必要性の基準指数、条例第３条第２項の規定による調整に

関する事項及び条例第５条に規定する優先保育の基準に関する事項により行うものとす

る。

２ 前項の規定にかかわらず、支給認定審査等は、合議により行うことができる。

（臨時の支給認定審査等）



第７条 条例第６条第２項の規定による通知に同項の意見を付された保育を必要とする子

どもその他支援会議が必要と認めた保育を必要とする子どもについては、合議による支

給認定審査等を臨時に行うことができる。

２ 支援会議は、前項の支給認定審査等を行ったときは、速やかにその結果を市長に通知

するものとする。

（委任）

第８条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、法の施行の日（第３項において「施行日」という。）から施行する。

（和光市保育の実施に関する条例施行規則の廃止）

２ 和光市保育の実施に関する条例施行規則（平成２１年規則第１５号）は、廃止する。

（経過措置）

３ この規則は、施行日以後に保育を受ける小学校就学前子どもの支給認定について適用

する。

附 則（平成２７年規則第５８号）

この規則は、公布の日から施行する。

附 則（平成２８年規則第３６号）

この規則は、平成２８年１２月１日から施行する。

別表第１（第４条関係）

保育必要量区分基準表

保育の必要性の事由 保育必要量の区分

就労 １月当たりの就労時間が１２０時間以上の場合 保育標準時間

１月当たりの就労時間が１２０時間未満の場合 保育短時間

妊娠又は出産 保育標準時間又は保育短時間

疾病、障害又は介護 保育標準時間又は保育短時間

災害復旧作業 保育標準時間又は保育短時間

求職活動 保育短時間

就学 １月当たりの就学又は訓練の時間が１２０時間以

上の場合

保育標準時間



備考

１ 保育の必要性の事由の欄中「就労」は、条例第３条第１項第１号の事由を、「妊

娠」は、同項第２号の事由を、「出産」は、同項第３号の事由を、「疾病」は、同

項第４号の事由を、「障害」は、同項第５号の事由を、「介護」は、同項第６号の

事由を、「災害復旧作業」は、同項第７号の事由を、「求職活動」は、同項第８号

の事由を、「就学」は、同項第９号の事由を、「虐待」は、同項第１０号の事由を、

「育児休業」は、同項第１１号の事由を、「特例」は、同項第１２号の事由をいう。

次表事由の欄並びに備考第７項及び第８項において同じ。

２ 保育の必要性の事由が就労、求職活動又は就学以外の事由の場合の保育必要量の

区分は、当該事由に該当するものとして認めた事情を勘案して定める。

３ 保育の必要性の事由が就労又は就学で１月当たりの就労時間又は就学若しくは訓

練の時間が１２０時間以上の場合であっても、保護者が希望するときは、保育必要

量の区分を保育短時間とすることができる。

別表第２（第６条関係）

保育の必要性の基準の指数表

１月当たりの就学又は訓練の時間が１２０時間未

満の場合

保育短時間

虐待 保育標準時間又は保育短時間

育児休業及び特例 保育標準時間又は保育短時間

保育の必要性の事由 基準指数

事由 細目 保護者

１

保護者

２

１ 就労 就労 週５日

以上の

就労

日８時間以上の就労を常態とする。 ３０ ３０

日７時間以上８時間未満の就労を常態とする。 ２９ ２９

日６時間以上７時間未満の就労を常態とする。 ２８ ２８

日５時間以上６時間未満の就労を常態とする。 ２７ ２７

日４時間以上５時間未満の就労を常態とする。 ２６ ２６

週４日

以上週

５日未

日８時間以上の就労を常態とする。 ２８ ２８

日７時間以上８時間未満の就労を常態とする。 ２７ ２７

日６時間以上７時間未満の就労を常態とする。 ２６ ２６



満の就

労

日５時間以上６時間未満の就労を常態とする。 ２５ ２５

日４時間以上５時間未満の就労を常態とする。 ２４ ２４

週３日

以上週

４日未

満の就

労

日８時間以上の就労を常態とする。 ２６ ２６

日７時間以上８時間未満の就労を常態とする。 ２５ ２５

日６時間以上７時間未満の就労を常態とする。 ２４ ２４

日５時間以上６時間未満の就労を常態とする。 ２３ ２３

日４時間以上５時間未満の就労を常態とする。 ２２ ２２

内職 月１２

日以上

の就労

日４時間以上の就労を常態とする。 １５ １５

内定 週５日

以上の

就労

日８時間以上の就労を常態とする。 ２５ ２５

日７時間以上８時間未満の就労を常態とする。 ２４ ２４

日６時間以上７時間未満の就労を常態とする。 ２３ ２３

日５時間以上６時間未満の就労を常態とする。 ２２ ２２

日４時間以上５時間未満の就労を常態とする。 ２１ ２１

週４日

以上週

５日未

満の就

労

日８時間以上の就労を常態とする。 ２３ ２３

日７時間以上８時間未満の就労を常態とする。 ２２ ２２

日６時間以上７時間未満の就労を常態とする。 ２１ ２１

日５時間以上６時間未満の就労を常態とする。 ２０ ２０

日４時間以上５時間未満の就労を常態とする。 １９ １９

週３日

以上週

４日未

満の就

労

日８時間以上の就労を常態とする。 ２１ ２１

日７時間以上８時間未満の就労を常態とする。 ２０ ２０

日６時間以上７時間未満の就労を常態とする。 １９ １９

日５時間以上６時間未満の就労を常態とする。 １８ １８

日４時間以上５時間未満の就労を常態とする。 １７ １７

２ 妊娠

又は出

産

出産予定日の属する月が入園希望月又は入園希望月の前２月若

しくは後２月の場合。

２５ ２５

出産予定日の属する月が入園希望月の３月以上後の場合。 １５ １５

３ 疾病 入院 １月以上の入院が必要な場合。（入園希望月に入院予定も３０ ３０



備考

１ 基準指数は、子どもを現に監護している保護者２人（原則、父母とする。）の基

準指数を合算したものとする。現に監護する保護者が１人の場合については、条例

第５条に規定する優先保育の基準に関する事項により、調整する。

２ 事由１の細目の「就労」は、会社等に就職していること又は独立して自ら事業を

営んでいること（以下「自営業」という。）を、「内職」は、居宅にて自営業以外

で労働し、賃金を得ることを、「内定」は、会社等に就職することが決定している

状態をいう。

３ 事由１の細目に規定する就労時間は、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）そ

の他の法令の定めるところにより取得する休憩等の時間を含むものとする。

４ 不規則勤務等により、事由１に定める細目によりがたい就労の場合は、その事情

を勘案して基準指数を決定する。

５ 事由２及び３並びに次項の「入園希望月」は、保育所等の利用を開始しようとす

る月をいう。

含む。）

居宅 精神性、感染性疾患、常時臥床により、３月以上の加療を

要し、保育が常時困難な場合。

３０ ３０

１月以上通院加療を行い、常に安静を要するなど、保育が

常時困難な場合。

２７ ２７

上記以外の疾病等により、１月以上の加療を要し、保育が

困難な場合。

２２ ２２

４ 障害 身体障害者手帳１級若しくは２級、精神障害者保健福祉手帳又

は療育手帳（(A)）、A若しくはBの交付を受けていて、保育が常

時困難な場合。

３０ ３０

身体障害者手帳３級、療育手帳Cの交付を受けていて、保育が困

難な場合。

２６ ２６

身体障害者手帳４級の交付を受けていて、保育が困難な場合。 ２４ ２４

５ 求職

活動

１０ １０



６ 保護者のうち、就労し、かつ、妊娠している母（出産予定日の属する月が入園希

望月又は入園希望月の前２月若しくは後２月に該当する者に限る。）の保育を必要

とする事由については、別に定めるところによる。

７ 保育を必要とする事由が介護、災害復旧作業及び就学の場合の基準指数は、事由

１の細目の就労に準ずる。

８ 保育を必要とする事由が特例の基準指数は、その事情を勘案して決定する。


